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　はじめに

  近年、行政や企業の概念以外に、第三のセクターの担い手としてＮＰＯ（＝民間非営利組織）が注目されはじめ、幅広くＮＰＯ活動（市民活動）が論じられている。１９９８年３月には、ＮＰＯ法案が成立し、各自治体においてもＮＰＯ法施行条例が制定され、法人格付与の認証に向けて申請手続きが開始されることになった。

　また、社会福祉の分野においても、介護保険制度の導入や、社会保障・社会福祉の基礎構造改革の中で地域福祉の確立・地域福祉計画の策定が打ち出されている。

　こういう状況下で、全体の流れとしての新自由主義的改革路線の延長線上ではあるが、自治体の行政とＮＰＯとの協働による政策形成と同時に自立した対等の関係をどうつくりだしていくのかが、注目される課題の一つとなっている。

　そこで、本稿では、地域福祉の創造につな

がる福祉サービスの利用者本位、当事者主体に焦点をあて、まず（１）日本型福祉社会とノーマリゼーションの世界との対比を行い、次いで、（２）利用者本位の実現に向けての権利擁護の意義と今日的課題を、そして最後に（３）非営利在宅福祉サービス供給団体の事例を示しながら、行政を変容させるＮＰＯ機能を中心に見据えて、主題である「行政とＮＰＯの協働について」言及していく。

Ⅰ福祉と分権型社会・自立支援
（１）福祉とは、日本型福祉社会とは

 本来、福祉とか福祉の世界は、人間の基本的人権や幸せを求めることに関わる重要なこととして、社会全体の中で幅広く議論していくテーマである。福祉というのは、“皆がそれぞれ良く生きようとすることを認める”ということを意味する。そのためには、人が人として生きていくにはどのようにあればよいのか、そして人と人との関係はどのように

あったらよいのか、さらにその考えに立って、みんなが取り決める約束や仕組みをどのようにしたらよいのか、となる。この順序が大切で、福祉とは生活保護制度やヘルパー派遣制度であるというふうに、一挙に制度や仕組みのことに飛んではいけないのである。

　そういう押さえの中で、この国の福祉を大きく捉えてみると、どうしても「日本型福祉社会」というキーワードに突き当たってしまう。１９７９年に当時の政権政党の研究書で『日本型福祉社会』という本がでた。この中で、日本は独自な福祉社会が可能なはずだ、イギリスや北欧などの欧米のような福祉国家の方向はとらない、これが日本型福祉社会である、と言われた。自助や自己責任、つまり、個人の自助努力とか家庭機能の見直し、家庭や家族による安全保障システムを評価するべきであると。このシステムが駄目な時に初めて補完として社会保障システムを活用するべきであるといった日本型福祉社会の考えが１９８０年代に出てきて、今も実は続いているというのが現状だと思われる。

　ここにはどういう問題点があるかいうと、常に自分の力で生きていけるという強者の論理が見え隠れしているわけである。個人の努力を超えたところで与えられる理不尽なあるいは不合理な現実の中で苦しむ人の立場にはなかなか立てない。貧困は個人の問題ではなく、社会の問題であるはずであるが、どうも貧困も個人の資質に収斂するということになる。

　こういった考えは実は現在もかなりあって、最近、家族介護から社会的なシステムで支えるということで介護保険が出てきたが、まだまだ背景はこの辺の考え方があるかと思われる。やはり基本的認識は家族介護が中心である。例えば、公的介護保険も介護報酬に上限があったり、サービスの供給量の絶対的不足の問題があり、小さな枠組みとなっていて、このことからも分かる。

  そういう中でもようやく、ここ数年であるが、新しい動きとしていわゆる市民が自ら考え自ら動く運動が出てきた。これまでは保護される対象者でしかなかった当事者が自ら声を出し始めた。当事者主体とか市民参加と言われているが、障害者の自立生活センターの運営という、重度の障害者の当事者が自ら運営していく、つまりセルフマネージメントしていくことが始った。

　それから高齢者生協、三重県下でも全国で初めて松阪市で出来た。高齢者が自ら立ち上がって高齢者運動をやっていくという生協である。それから住民参加型在宅福祉サービス。これは、有償ボランティアとか、まごごろサービス、さわやかサービスなどと言われているが、高齢者自らが解決していこう、担い手になってやっていこうという動きとして出ている。戦前からの日本型社会福祉を併せもちながらであるが、新たな動きがここ数年随分出てきた。

　戦後、この国の福祉は一見法律とか制度はつくってきたが、当事者とか市民の視点に立てていたのかどうか、援助する側の論理中心周りの考え方ばかりで、本人の本当の思いとか願いとかニーズをとらえて、政策とかシステムに組み立てるというのがどうも弱かったようである。しかし、ようやく巻き返しが当事者の間から出てきたというのが現状のようである。

（２）分権型社会が本来必要では

　国民主権、住民主権の本来に立ち返る角度から地方分権が言われてきた。ここ２～３年前まで、熱病のようにブームとして言われた「地方分権」であるが、急速に熱が冷めトーンダウンして、マスコミ等でも報じられなくなった。

　戦後まもなくも、同じように理念は高く分権が掲げられたが、今回も官僚制の温存、抵抗のもとになしくずしにされたきらいは否めない。（ただ、時限立法であり、分権推進計画、法改正により、一定のしかけとして機能していくことはある。）

　先進国では、１９７０年代に分権化を整備して、在宅福祉戦略を実現していったが、この国では中途半端な形で、官僚統制化つきの分権化（権限委譲など）となってしまっている。

　本来、分権化の徹底の下で、身近な自治体レベルの所で政策の意思決定と実施ができる仕組みがあってはじめて、手間ヒマのかかるそれでいて「住み慣れたところで、住みやすいところで安心して暮らせる生活を支える」在宅福祉戦略が可能となるのである。分権型社会の実現がされない中での在宅福祉戦略は、今後の残された大きな課題であり、矛盾の実現から、それなりのリスク・コストを支払う必要が出てくることが予想されるのである。

（３）ノーマリゼーションとの対比

　分権が徹底されない中で、この国の政策の状況を変えていく視点を考えてみたい。

　それには、この「日本型福祉社会」の考え方とノーマリゼーションの福祉思想を対比してみるとよく分かる。まず、戦後の福祉の思想について、関わる部分を概観してみる。

　かつて、戦前、戦時中は高齢者や障害者のような社会的貢献の出来ないとされた人は遺棄され、その存在を抹殺され、慈善の対象でしかなかった。戦後あれだけの基本理念として世界人権宣言が出てきたが、まだまだ内実は伴っていなかった。１９６０年代から精神障害者や知的障害者を主な対象とした障害者福祉の思想が生み出されてきて、その一つがイギリスで生まれたコミュニティケアの思想であり、もう一つがデンマーク・スウェーデンの北欧で生まれ育ったノーマリゼーションの思想である。

　「ノーマリゼーション」は、同化の側面（障害者の生活も通常レベルに近づけていくという側面－生活のノーマリゼーション）とともに、本当の意味は「すべての人が構成員」「社会のあり方を変革する」（ちがいの側面－社会のノーマリゼーション）という　ことである。

　また、アメリカで生まれた自立生活理念（他人の手を全面的に借りても、主体的・精　神的に自立していればそれは自立という考え）や機会平等理念（チャンスの前にはすべて平等でなければならない）から「自立の概念」そのものが大きく変わってきた。

　そういった新しい流れがあるが、これらをまとめてみて見ると、その中で自立とか共生など随分言われてきているが、こういった人権思想のうち、先程の自立生活理念や機会平等理念も、ある意味で自己主張できる人、声を出せる人だけの、結果の平等を保障しえないのではないかと言われている。重度の障害者や声を出せない人たちには結果の平等を果たし得ないという反省点もあり、障害を持つ人も含めて、すべての人がこの世の中の構成員であるというのが基本的な部分だろうということで、今ノーマリゼーションが一番優れた考えと言われている。先程の日本型の社会福祉の考え方と、ノーマリゼーションの思想を対比してもらったら良くわかるのではないでしょうか。

（４）自立支援― 日本型福祉社会を超えるには

	
	


　私達は、行政の中にいてノーマリゼーションやバリアフリーなど、綺麗な言葉だけが先行しているが、中身が伴っていない、という感じが随分している。そういうことを先程の「日本型社会福祉」― お金に余裕のある時は少しでも良くしましょう、厳しくなれば自己責任、自己努力ですよ。福祉も行政の一分野です―と考えるのではなく、この世の中、

	
	


障害を持つ人もハンディがある人もすべて構成員で、この人たちも含めて世の中が成り立っているという考えに立てば、まず人が人として生きていく、そこを支えるのが基本だという考えが出てくる。北欧モデルでは「ハンディのある人には手厚くしてもよい」そういうことを国民・住民が合意しているということでもある。

　　この対比というものを考えてもらえばよくわかる。北欧のノーマリゼーションの実践　の背景には、もちろん教育システムとか統合教育の問題であるとか、行政、政治の透明　性であるとかいろんな土壌はあるが、やはりこういった大きな流れで捉えることが大切　ではないか、と思われる。

Ⅱ権利擁護の意義と今日的課題
　（１）権利擁護とは

　先に厚生省の事務次官が特別養護老人ホーム建設に絡んで収賄事件を起こしたという岡光事件があった。特別な人の特別な事件という一連の報道もあるが、実は問題は事件を起こした「彩福祉グループ」だけではない。共通するシステム的な、構造的な問題だととらえることが必要ではないか。毎日新聞の記者で、施設長になった方のこの事件に対するコメントによると、「老人福祉の世界に席を置いて痛感するのは、住民サイドから見て、運営させたくない人が運営できて、運営してもらいたい人が運営できないケースが多い」とのことである。土地持ちとかお金持ち、そういう方しか参入できないシステム、逆に理念が問われない人が参入できている、そこをチェックできない。

　また、新聞で言われている虐待であるとか不祥事が、岡光事件以降も随分起こっている。新聞に出ただけであれだけある訳で、起こるべくして起こっているととらえた方が正確だと思える。これを変えていくにはチェック機能、品質保証システムといわれているが、あるいは、施設長資格のハードルを高くするとか、利用者に本当にサービスの満足度を利用者側からチェックするといったシステムを作るとか徹底した情報公開をやる必要がある。この国がとってきた日本型の福祉社会のシステムを変えることによって、（憲法の前文にあった）主権者である国民が本当に重んじられる福祉をつくっていくこことで、人権感覚、利用者本位の仕組みが実現ができるのだと思える。

　そもそも、権利侵害に対応する「権利擁護」とは何かについて、引用しておくと、

　権利擁護（アドボカシー）とは、

個人や集団やコミュニティがエンパワーメン

ト（自分らしく主体的に生きる力を高める）

ことを支援する技術屋方法の一つであり、特

に社会的法的な権利に関わる諸問題に関して、

	分らしく主体的に生きる力を高 
1 侵害されている、あるいは脅かされている

本人（集団、コミュニティ）の権利性を明確

にすることを支援するとともに、

2 その権利性を侵害する阻害要因との対決を

支援し、

3 それらの問題を解決する力や、様々な支援

を活用する力を高めることを支援する方法と

　技術の総体のことをいいます。




　日本の多くの障害者は自分がどんな権利が侵されているかをきっちり認識できていないという問題があります。つまり何となく生きづらい、分かってくれないし、やりにくいということは感じていても、明確に社会の中で何が自分の権利や生きかたを阻害しているのか、社会のどういう仕組みが、自分の生き方や目標を邪魔しているのかについて分かっていません。それを障害を持つ人がちゃんと理解できるように助けていく、そんなことを応援していくのが、一番大事な権利擁護だと考えています。それが分かってきますと、自ずとどのように闘っていったらいいのか、どういうふうにやっていったらいいいかが分かってきます。（引用は「障害者の人権白書」から）－ということである。

　（２）福祉オンブズマンの必要性

　なぜ、最近福祉オンブズマンが必要と言われるのか。行政市民オンブズマンとか随分あるが、お互いが緊張関係を持つことで共に向上していくという面が結果としてある。  　その中で三つのレベルがあるが、例えば施設の例でいくと、施設や福祉サービスが持っている仕組みが日常的で基本的なところで問題ととらえるかどうか、問題としないというのであれば必要ないという考えである。ここに分かれ目がある。

　二つ目は、援助する職員と援助される利用者は対等でないということ。施設に入ってみえる方やサービスを受ける方は絶えず緊張感を強いられている。対等でない、そこに立つ、そこを第三者の目でチェックする。それが必要だという視点である。

 　三つ目は、施設の中の取り組みだけでは問題解決ができない、届かないという問題認識である。いろいろな調査で出ているが、老人ホームでの虐待は介護の職員が一番多いのである。心理的などいろいろな虐待はやはり起こるべくして起こっているのだということに立って考えなければいけない。そこに立って、ではどうしたらいいのか。「虐待しない、してはいけない」それだけで解決するのか、そこに問題意識を持つ、こういうことが最近権利擁護とかオンブズマン設置のなかで言われている。

  最近、国の方でも制度化が進んできた。民法の成年後見制の改正とか地域福祉権利擁護事業― 福祉サービスのアクセス保障や日常的な生活支援― といった痴呆性のお年寄りや意思能力が少し低下したハンディを持つ方

	
	
	
	


の支援がようやく出てきた。全国レベルでは、自分達だけでは問題解決できないからと施設が組んで、皆で解決するにはどうしたらいいのかという検証のシステムを取り入れた施設ネットワークもある。

　こういったことがこれからの大きな課題の解決につながるのではないかと思われる。

（３）介護保障と利用者本位の実現

　障害者の権利侵害、権利擁護の具体的場面を例示すれば、介護（介助）と移動支援で次のようなことが言える。

　障害者の施策とか障害者福祉の向上に関する協議の場となると、必ず「作業所やデイサービス、入所施設をどのようにつくっていくか」「障害者の行き場、社会参加の場づくり」とかがいつも議論されるが、障害をもつ当事者はそんなことより、まず２４時間３６５日の介護保障があって、そこから、「自らの生活は自らが決める」と言っている。そこに、周りと当事者の思いの乖離が生じている。

　また、移動支援では、「行きたい時に、行きたい方法で、行きたい所へ行けるか」が問題であって、当事者には外出の自由がない、移動の自由への権利侵害がある、という状況にある。（県内では、リフトタクシーの限定利用、利用料金が高額など、ノンステップバス一路線一日６回で予約制という実態、身障療護施設にリフトバスが少ない）こういったことに社会的なコストを負担しないようであれば、利用者本位の福祉サービスなどあり得ない。

	
	

	　

	


　もう一つ別の角度から捉えると、これは、「何故、ホームヘルプサービス事業が伸びないのか」「ヘルパーの質量、特に絶対量不足は何が原因か」にもつながる話である。　　県の新ゴールドプランの達成率の中で特に低位にあるのがホームヘルパーの進捗率であり、常勤換算（非常勤・パートヘルパーを常勤に換算すると）をすればさらに低い状況にある。その根本的原因には、つぎのようなことがある。現行のホームヘルプサービス事業と全身性障害者介護人派遣制度（先進自治体での取り組み、スウェーデンのＬＳＳ法、カナダのダイレクト・ファンディング）との違いをみればよく分かる。

①介助者を本人・当事者が選べることが出来るかどうか。今の現行システムでは、介助サービス提供側に決定権限があり、本人は選べない状況にある。そこには、体に触れること、気が合う関係ができているか、などをどう考えるかの視点はない。

②サービス内容を本人・当事者が決定出来るかどうか。自宅の風呂に入りたくても、土・日曜日・休日（盆正月年末年始）も含めて、時間や回数も本人の希望がかなえられるのかは、現行では非常に難しい状況にある。市町村は派遣回数や時間に制限はないとしながら、ヘルパーの絶対量不足から週何回・一日何時間とか限定せざるを得ない。

③同性介助が保障されているのかどうか。

県内でも、ヘルパーは女性が大半であり、男性ヘルパーは登録ヘルパーを含めても少ないのが現状である。男性障害者のトイレや入浴介助で、当事者に抵抗感があることを現行システムではなかなかカバーできないのが現状である。

　こういった現行方式の問題点をクリアーし、当事者主体の介助保障を確保しているのが、全身性障害者介護人派遣制度（先進自治体での取り組み、スウェーデンのＬＳＳ法、カナダのダイレクト・ファンディング）などである。

　福祉サービスの利用を必要とする人のニーズを同じ目線できちんと捉えたり、ニーズとサービスをつなぐ壁をくずすことなく、単に表明した表面化したニーズだけに対応しようとしているだけでは、ニーズの堀り起こしは困難であり、こういった問題意識をもたない限り、ヘルパー派遣のニーズは顕在化しないし、ヘルパーの質量の確保につながらない。このことを真剣に考えてきたのかどうか、これまでの仕事のやり方が問われているのである。

　（４）検証、モニタリング今日的課題

	
	


　以上のことから、福祉ニーズに応える制度設計には、権利擁護とオンブズマン機能検証、

	
	


モニタリングが求められ、第三者の点検、監視を可能にしてはじめて、本来の制度目的が役割を果たし、ひいては福祉サービス利用者の権利・利益保障を支えることになるのである。

	
	
	
	


　これまでは、あまりにもサービス提供体制側の裁量（福祉各法の条文の構成・規定も同様）が優先されており、利用者側の検証は形式的にあっても、実質的に保障する担保規定がなかったと言えるし、つくろうとしてこなかった。公的サービスはこういう体質をひきづり、今も自らその本質を変えようとしていない、これが今日的な課題である。

Ⅲ行政を変容させる第三のセクターとしてのＮＰＯ機能
　Ⅰでは、当事者参加、当事者主体の動きの中で、地域の自立（自律）を創り出しながら、社会のノーマリゼーションを根底に据えることで、日本型社会福祉を超える方向を見い出せないかを論じた。Ⅱでは、権利擁護を取り上げる中で、真の福祉ニーズに応える視点や利用者本位の実現とはどういうことなのか、なぜ現行の公的福祉サービスではできていないのかを、具体的例を示しながら論じてきた。そこで、Ⅲでは、Ⅰ及びⅡを包摂するかたちで、充分にニーズに対応できていない公的な制度設計、行政施策システムを利用者本位・当事者主体に変容させるものとしてＮＰＯ機能は期待に応えられるのかどうかを論じ、本稿の主題に言及したい。

１　当事者団体の動きとゆくえ

（１）障害者自立生活センター

　１９９０年代に入り、アメリカの自立生活運動の影響や知的障害者のピープル・ファースト運動（まず人間であるの意味）の影響を受けて、当事者のサービス提供、政策提言の動きが出てきている。自立生活センターについては、日本の障害者が民間組織の留学制度を利用して、アメリカのバークレーなどに渡り学んできて、その後日本の中でつくりはじめている。（八王子ヒューマンケア協会、町田ヒューマンネットワーク等）自立生活センターの設置、運営条件の例としては、

①運営責任者（センター長）及び実施責任者（事務局長）は障害者であること。

②運営委員の過半数は障害者であること。 障害者自身が運営理念の決定権を持つ。

	
	


③権利擁護と情報提供を基本サービスとし、介助サービス、住宅サービス、ピア・カウンセリング、自立生活プログラムの中から二つ以上のサービスを不特定多数に提供する。　④障害種別を問わないサービスの提供

　現在、全国で６０数か所ぐらいできているが、三重県にはありません。（いま設立に向けて、当事者が立ち上げようとしています）この自立生活センターはＮＰＯ組織（非営利組織）の典型例であり、行政の一歩先を行く活動を行い、「行政はなにもかも決定する権限はない」「市民がつくるもう一つの公共サービスを担っていく」「行政の下請けや補完であってはならない」とされ、まさに当事者が、福祉の対象となってきた人々の側から、現行の行政施策を検証し、真のニーズに応えるシステムを自ら創りだしていくというものである。

（２）住民参加型在宅福祉サービス団体

　高齢者福祉においても、同じ様な動きがあり、（新）ゴールドプランが策定されたりはしているが、介護する側、行政の側の対応が色濃く反映していて、当事者である高齢者の意見や立場が充分生かされていない状況があった。

　そういう中で、高齢者が主人公となる組織づくりが進んで、「高齢者生活協同組合」が結成されたりした。これまでは、介護される対象でしかなかった高齢者が自らの手と力でまとまり組織をつくりあげ、自律的な活動を開始する動きが出てきて、これが住民互助型の住民参加型在宅福祉サービス団体といわれる動きである。

　住民参加型在宅福祉サービス団体とは、

①　現状

　現在活動している住民参加型在宅福祉サービス団体の多くは、自らが居住する地域社会のなかに福祉サービスニーズが存在し、そのニーズへの対応が充分になされていないことに疑問を感じて福祉サービス供給組織を設立したり、自らがサービス提供者となり活動している人々が多い。つまり、現行の社会福祉サービスの量的不足、質的な問題、サービス利用の手続きや優先順位の問題などをいくらかでも解消し、地域住民が相互に助け合うことで生活しやすい地域社会を築くことを目指している。

　県下の団体の一覧とその活動内容の概要は別表（在宅福祉ネットワーク三重加盟グループ一覧）のとおりであるが、アンケート調査によると、その設立のきっかけは、身内や知人に障害者・高齢者で介護を必要とする人を抱えていたり、また地域の助け合いや自らの自発性をもとに立ち上げたところが大半である。

②　今話題の介護保険との関係では、介護保険制度が本来的な意味での介護保険であるなら、影響は大きかったと思われる。しかし、介護保険とはいえ実質的には「高齢要介護認定者のための狭義の介護領域保険」である。そのために、６５歳未満の障害者や難病の患者は介護保険の対象から外され、身体的な機能低下がみられない痴呆性高齢者の要介護認定にも問題が生じているといわれている。また身体介護サービスに限定しているために心理的な支援へのサービス給付や配慮がおろそかになっている。移送サービスや食事サービスなどの予防的なサービスとしての意味を持つサービスが、介護保険での給付対象外となったことは、高齢者の生活の基本的な保障とはどの様なことであるのか、そのためにはどの様な福祉サービスが必要であるのかを考え、サービスの供給を行ってきた多くの福祉サービス組織の視点とはこの法律は異なっていることが分かる。このような介護保険制度であるからこそ、今後は住民参加型在宅福祉サービス団体のこれまでの活動がより重要になってくるといえる。

　さらに現在は多くの住民参加型在宅福祉サービス団体が市町村域よりももっと狭い範囲の地域や動きやすいエリアを活動範囲としているところが多くある。介護保険の保険者は市町村であるため、現在の活動範囲の変更を要求されることも考えられる。このことは各組織の活動目的、活動理念との関わりの中で問題となるであろう。住民参加型在宅福祉サービス団体がその目的や理念を大切にして活動していこうとするのであるなら、介護保険への対応はむしろ慎重にならざるを得ないところも出てくる。「目標について妥協してはならない」のである。

　また、経済的な安定を得るためにのみ介護保険制度を取り込もうとすると、結果として非営利の在宅福祉サービス供給団体としての存在意義を失うことにもなる。住民参加型在宅福祉サービス団体は、福祉サービス利用者のニーズとサービスの提供者及びそこで供給される福祉サービス内容の理想の関係をつくる中で社会を変えようとしている活動である。

③　ＮＰＯ法の活用

　同じことは、ＮＰＯ法への関わり方に対しても言える。②のように、介護保険との関わりで、法人格取得を視野に入れている住民参加型在宅福祉サービス団体は存在するはずである。しかし、ＮＰＯ法による法人格を取得しなくても、その組織が営利を目的としない活動を展開しているならば、立派な非営利の住民参加型在宅福祉サービス団体なのである。介護保険への関わり方と同じように、組織の運営形態、管理形態などを整える手段として、ＮＰＯ法を活用するという主体的な意識が必要であろう。法人格がなくても質のよいサービスを提供している福祉サービス機関には、介護保険のサービス供給を委託してもよいという考えも出ている。介護保険制度とＮＰＯ法は分けて考える必要がある。

④住民参加型在宅福祉サービス団体のゆくえ

　住民参加型在宅福祉サービス団体は、ＮＰＯ法による法人格を取得して介護保険の指定事業者になったり、また法人格がなくても「基準該当居宅サービス」事業者として参入していく例も多くなる。しかし、インフォーマルな部分がフォーマルな部分にすべてとって代われるものでもないことを押さえれば、この非営利のサービス供給団体は、本来の使命として別の道―単なる在宅福祉サービスの供給組織の一つとしてだけでなく、全体の質を変えていく、フォーマルな部分を住民ニーズにきめ細やかに応えていくようにもっていく、自ら担い手としての実体験を踏まえた提案、ここに本来の機能、ＮＰＯとしての機能があるのではないでしょうか。

	
	

	　　
	


　これは、繰り返しになるが「そこで供給される福祉サービス内容の理想の関係をつくる中で社会を変えようとしている活動である」というこの団体の使命、存在意義に関わる部分でもあるといえる。そういう文脈で、こういった活動を拡げていくネットワークとして、「在宅福祉ネットワーク三重」の活動支援は重要であると位置づけができる。

２　権利擁護、エンパワーメント

　ＮＰＯ（民間非営利組織）は、広義や狭義にわけて語られ、さらにＮＰＯ法人格取得とそうでないものにも分けられる。ＮＰＯ法では、市民活動の分野における法人格付与の対象となる活動を１２分野と定めているが、実際の分類はこれに限られるものではないし、１２分野のいずれかの目的に貢献すれば該当するという考えでつくられている。１２分野のうちに１２番目は「1 ～11の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動」となっている。

　そういうことからすれば、Ⅱで述べた今日的課題としての権利擁護として、エンパワーメントすることを支援するＮＰＯの組織化が現実化してくるのではないか。

　権利擁護（アドボカシー）とは、個人や集団やコミュニティがエンパワーメントする（自分らしく主体的に生きる力を高める）ことを支援する技術や方法のひとつであることから、当事者の側に立てば、福祉の分野において具体的な場面で次のように何点か切り口が考えられる。

例１― 介護保険の事業計画策定（ニーズ調査の後に集計のうえ、サービス需要に対するサービス供給体制、基盤の見込みとりまとめ等の計画）に係る策定委員会への住民参加による提案― 県下では公募を実施したのは少なく、住民の実質的な参加保障はあまりされていないが、私製の対抗プランの策定を自分たちで取り組んでみるとかの方法も考えられる。

	　　　　　　
	

	　　　　　　　　　　　　
	


例２― 介護認定審査会での要支援・要介護認定に不服がある場合には、各県に設置され

	
	


る「介護保険審査会」に審査請求することができる、となっている。全国レベルでも平成１０年度に全市町村で要介護認定のモデル事業が実施されたが、一次判定・二次判定の認定バラツキが報告されたところである。訪問調査による調査の後コンピュター処理されるソフトシステムが公開されない中で、認定を巡り不服申し立てが多く出されることが予想されるし、サービス提供基盤の不備に対する保険給付のレベルでも不服申し立てが予想されている。ある意味で、不服申立てを繰り返すことで、制度の問題点を改善していくメリットも多いと考えられることから、先駆的運動がある自治体では、審査請求を勧めるマニュアルを作成し、審査請求を支援する、審査請求のノウハウを提供するＮＰＯ団体設置も検討されている。

例３―同じように、障害者福祉の分野も、障害者プランの策定・計画推進への当事者参加

	
	


や、バリアフリー・福祉のまちづくり条例の実効性担保のためのモニタリングをしていくシステムづくりへのノウハウ提供支援のＮＰＯの設置が検討されている。福祉オンブズマンとして先に紹介したように、施設群が自らネットワークを組んでオンブズマン制度を取り入れる地域横断型オンブズマン（湘南福祉ネットワーク）も出てきているが、こういうこともＮＰＯ機能として今後各地で期待されてきているのではないか。

　以上のような例は、従来型の行政を変容させていく具体的な手法のヒントになるので　はないかと考えられる。

３　地域福祉の確立に向けて

　今言われている社会福祉の基礎構造改革では、規制緩和や市場原理による福祉の活性化とともに、地域福祉の確立・地域福祉計画の策定が取り上げられている。地域福祉計画の策定がこれまでの高齢者保健福祉計画や障害者福祉計画とどのような位置関係にあり、どう整合性なりを持たせていくのかはまだ不透明なところが多いが、一応これからの目指すべき課題としているのは、評価できる。

　私たちは、「地域福祉の確立」として提案されている内容を、公的責任・公的扶助に支えられながら、当事者主体、住民主体の地域づくりにどう結びつけていくか、また、新たな自治共同体の回復や取り戻しを、地域福祉の創造としてどう位置づけていくか、が重要課題であると考えており、この辺にもこれまでの行政のあり様を変容させていく「しかけ」を生み出す必要に迫られているといえる。

　野本三吉は、著書『社会福祉事業の歴史』のなかで、次のように書いている。

　『人は一人では生きていくことが出来ない。互いに支え合い、協力し合って初めて、様々な困難や危機を乗り切っていける。そのためには、同じ生活上の課題を抱えた人間同士が、その思いを出し合い、共通する問題を一つ一つ解決していく外はない。社会福祉は、その最も深いところで、人と人との信頼に基礎をおいた“共同性”を回復し、そのことによって生きる社会をつくりあげていくという思想と方向性を持っている。こうした共通性が形成されていく為には、まず人間は自分自身をありのままに見つめ、自分を肯定し、受け入れるところから始めなければならない。ありのままの自分を認め、受け入れるということは、周りの人の存在をもありのままに受けとめるということです。自立というのはむしろ支え合うということなのだ。』とある。

　『人は一人ではなかなか生きられない。互いに力を寄せ合い、一つ一つの課題を解決していく作業を積み重ねていく他はない。そしてまた、一人一人の命は、かけがえのないものであり、その一つ一つの違いを大事にしながら折り合っていく他はない。そうした確認からの出発が市民の中から確実に生まれ始めている』とも言っている。

　行政を本来の「住民に負託を受けている」という姿に戻し、新たな自治共同体の回復につながる作業を行政・住民双方が創り上げていくことになれば、ＮＰＯ活動が一つの方策になることは十分あり得ると思えるが、どうなのか。次の項でこの辺のことをもう一度考えてみたい。

４　ＮＰＯへの支援・協働とは何か

　最近ＮＰＯがいろいろな形で言われているかと思う。福祉ボランティアやＮＰＯ活動として支援とか、行政と市民との協働とか随分いわれている。それから先程来の有償ボランティアとの関係とか無償・有償、営利・非営利との関係で論じられている。

　市民活動に光を当てていくというのが最近の流れであるが、そこで一つ考えたいのは私達は公共と言ってきたが、公共の「公」と共」はやはり違うということである。

　「公」はpublicで、「共」はcommonというようである。つまり、公共の「公」と「共」は違うということである。共というのは、共に決めるという意味を含んでいる。入会地とか、組合の共有財産とかよく聞かれると思うが、かつてこの国も自分達のことは自分達皆で決めてきた時代があったようである。「結（ゆい）」とか「惣（そう）」、「寄り合い」という言葉もあるが、そういう中で皆で決めてきたのである。　　そして、お上、公がやる部分は極めて限定されてきた。それがどうも明治以降の中央集権化の中で（江戸時代以前の日本は、むしろ分権型国家が主流であったといわれている。）、公が全て公共を全部担っているかの幻想を与えて、全てお上がやらなければならないと思われてきた。そうではなしに公と共は違う、共の部分を市民や住民が取り戻す。ここをＮＰＯとして考えるということが大事である。今アメリカのＮＰＯが新しい考え方と言われているが、実は日本でも、ＮＰＯとは言わなかったのであるが、奈良のお寺などいろいろあったのである。

　要するに、市民、住民の側に決定の権限を取り戻していく、この視点を見据えることが大事だと思われる。

　まとめてみると、イデオロギーとしての新自由主義的改革路線でいう「小さな政府論」や、ＮＰＯ行政補完論でＮＰＯと行政の協働を捉えるのではなく、行政を変容させる、住民の方を向いた自治体に変えていくノウハウを提供したり、住民の提案・対抗プランを提供していくＮＰＯ機能を本来の機能と捉えることが肝要である。

　そういう意味では、ＮＰＯを過大でも過少でもない、冷静に評価することが大切である。行政の自己改革、行政現場の足元に絶えず帰ってくることの問題意識を行政職員の共通認識にさせ、そこからはじめてＮＰＯと行政が協働するということがでてくるのではないか。行政（お上）も、住民自らのことである、行政と住民の負託している本来の関係に戻ることで、そのことで、分権や地域福祉の創造、主権者である住民が重んじられる福祉を創り出していく道筋がみえてくるのではないでしょうか。
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· 「住民参加型福祉推進セミナー」資料集

在宅福祉ネットワーク三重１９９９年1月

・「福祉の世界は何を語るのか」三重短大公開講座記録　１９９８年９月

・「私たちは何を目指すのか」（フィールドノート）　　１９９８年８月　　

（福祉ＮＰＯ）


　　　「地域福祉の創造とＮＰＯ」


	ＮＰＯは福祉行政を変容させるか


�
�
�
�
�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脇田　愉司
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